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資 料 １ 

令和８年度通訳業務 公募要領 

（英語・中国語・ロシア語・フランス語・スペイン語・インドネシア語・韓国語・ベトナム語） 

 

１ 総 則 

令和８年度通訳業務（英語・中国語・ロシア語・フランス語・スペイン語・インドネシア語・韓国語・ベ

トナム語）に係る公募の実施については、この要領に定める。 

 

２ 業務の内容 

仕様書（資料２）のとおりとする。 

 

３ 業務規模 

通訳業務実績 （消費税及び地方消費税額、航空賃等を含む） 

 

令和７年度（令和7年１２月１日現在） 

言語 件数（国内） 金額（国内） 件数（海外） 金額（海外） 

英語 120 11,864,926 33 30,380,767 

中国語 16 2,092,284 2 3,585,157 

ロシア語 6 912,000 0 0 

フランス語 7 2,012,314 0 0 

スペイン語 8 841,636 1 187,000 

インドネシア語 1 66,000 0 0 

韓国語 0 0 3 3,573,902 

ベトナム語 3 364,600 0 0 

 

令和６年度（年間計） 

言語 件数（国内） 金額（国内） 件数（海外） 金額（海外） 

英語 217 20,159,668 39 88,833,738 

中国語 16 2,210,904 1 707,100 

ロシア語 5 526,900 0 0 

フランス語 7 542,320 4 2,810,126 

スペイン語 6 598,400 2 3,281,309 

インドネシア語 2 140,000 0 0 

韓国語 19 2,096,109 3 1,398,756 

ベトナム語 10 1,545,400 3 381,870 

 

令和５年度（年間計） 

言語 件数（国内） 金額（国内） 件数（海外） 金額（海外） 

英語 254 37,475,200 25 94,615,095 

中国語 22 3,013,389 5 8,902,414 

ロシア語 8 863,700 1 2,189,958 

フランス語 8 634,450 2 4,058,469 

スペイン語 13 1,144,432 2 2,730,584 

インドネシア語 7 1,176,495 3 2,970,842 

韓国語 27 3,742,620 5 3,877,388 

ベトナム語 4 1,180,600 3 2,186,703 

 

 



 

４ 応募資格及び要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であ

ること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、

予算決算及び会計令第７０条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）令和７・８・９年度経済産業省競争参加資格（全省庁統一資格）を保有し、「役務の提供等」におい

て「翻訳・通訳・速記」の営業品目を選択した者であること。 

（３）過去３年以内に情報管理の不備を理由に経済産業省の契約を解除されている者ではないこと。 

（４）経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置を講じられている者ではないこと。 

なお、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者に再請負させ 

る場合は注文者の承諾が必要となります。 

（事業者一覧はこちら） 

http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html 

 

５ 提出書類 

（１）令和８年度通訳業務に係る申込書（資料３） 

下記内容を盛り込んだ書類を言語ごとに作成すること。 

① 手法及び体制 

ア 緊急な交渉が発生した場合、速やかに、かつ、１名又は複数名の高品質な通訳が提供可能な通

訳者の提供手法（当該フローチャートを添付のこと） 

イ 緊急な交渉が発生した場合、速やかに、かつ、１名又は複数名の高品質な通訳が提供可能な通

訳者を提供するための社内のバックアップ体制 

ウ 個人情報の取扱いに関する社内秘密保持体制 

  ② 外国政府との同時通訳交渉実績 

外国政府との交渉（ＷＴＯ、ＴＰＰ、ＦＴＡ、ＥＰＡ、ＯＥＣＤ、ＡＰＥＣ等）に係る同時通訳の 

実績一覧（直近５年間（２０２１年～２０２５年）の実績。５件以上ある場合は５件分で可）。 

③ 通訳者リスト等 

ア 国際会議に係る通訳実績のある通訳者及びその者の通訳実績一覧（直近５年間（２０２１年 

～２０２５年）の実績。５件以上ある場合は５件分で可（通訳者が複数名いる場合はそれぞれ   

５件分））。 

イ ２国間協議に係る通訳実績のある通訳者及びその者の通訳実績一覧（直近５年間（２０２１年 

～２０２５年）の実績。５件以上ある場合は５件分で可（通訳者が複数名いる場合はそれぞれ

５件分））。 

（２）経費の見積 

項目及び単価 ： 通訳費（１日・半日） 

（３）会社概要（提出者の概要がわかる資料） 

（４）会社規定（キャンセル規定、情報管理規定） 

（５）資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

（６）情報を取扱う者の氏名・住所・生年月日・所属部署・役職等がわかる「情報取扱者名簿」、情報管理

体制がわかる「情報管理体制図」（仕様書別紙）を通訳の受注後速やかに提出できることを確約するこ

と。 

 

６ 申込書の提出期限等 

（１）提出期限  令和８年２月１２日（木）１２時まで 

http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html


 

（２）提出方法  次のいずれかの方法により提出すること。 

  ①電子媒体での提出 

上記５（１）～（５）の書類各１部を、メールにて送信すること。 

なお、当省基盤システムの仕様により、１通の容量に制約（１０ＭＢまで）があることから、１度

で送信困難な場合には、分割する等により適宜提出すること。 

  ②紙媒体での提出 

上記５（１）～（５）の書類各２部（正１部、副１部）を封筒に入れ、提出期限までに郵送又は持

参をすること。 

郵送の場合は提出期限日時必着とし、期限までに提出場所に到着しなかった書類は無効とする。 

（３）申込書の提出先 

〒100-8901  東京都千代田区霞が関１－３－１ 

経済産業省大臣官房会計課（本館１０階 東１） 

担当者：乙黒（おとぐろ） 

電話 ：０３－３５０１－１６１６ 

E-mail：bzl-keiyakuchohi@meti.go.jp 

（４）申込書の作成又は仕様書に関する問い合わせ先 

上記（３）に同じ 

（５）提出に当たっての注意事項 

① 持参により提出する場合の受付時間は、平日１０時００分から１６時（１２時～１３時を除く。）

まで、最終日は１２時までとする。ただし、閉庁日は除く。 

② 提出された書類はその事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行うことはできない。また、

返還も行わない。 

③ 虚偽の記載をした提出書類は、無効とする。 

④ 競争参加資格を有しない者が提出した書類は、無効とする。 

 

７ 審査の実施 

（１）経済産業省通商政策局総務課が設置する審査委員会において、申込書等の内容について審査を行い、

業務の目的に合致した全ての者を契約候補者とする。 

（２）審査結果は、申込書の提出者に遅滞なく通知する。 

 

８ 契約の締結 

契約候補者のうち、通訳費（単価）が予定価格の制限の範囲内であることを確認した全ての者と契約

を締結する。 

 

９ その他 

（１）申込書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

（２）申込書は、提出者に無断で使用しない。 

（３）本公募は令和８年度予算に係る調達であることから、予算の成立以前においては、契約予定者の決定

となり、予算の成立等をもって契約者とする。 



令和８年度通訳業務 仕様書 

（英語・中国語・ロシア語・フランス語・スペイン語・インドネシア語・韓国語・ベトナム語） 

 

１ 業務の目的 

経済産業大臣、経済産業副大臣、経済産業大臣政務官及び経済産業省、資源エネルギー庁、中小

企業庁、特許庁幹部・職員の業務に伴い、適切な通訳者を選定し、通訳業務に当たらせること。 

多岐にわたる所管分野において世界各国の相手と意思疎通を円滑に行うため、また、限られた時

間の中で行われる会議等をより意義のあるものとするため、適時・適切な語彙力をもった通訳者を

確保する。 

 

２ 業務の内容 

経済産業大臣、経済産業副大臣、経済産業大臣政務官及び経済産業省、資源エネルギー庁、中小

企業庁、特許庁幹部の業務に伴う通訳業務（国内及び海外）、また経済産業省、資源エネルギー庁、

中小企業庁、特許庁職員の海外出張に伴う通訳業務とし、作業手順は次のとおりとする。 

（１）業務の発注 

経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁及び特許庁（以下「依頼者」という。）は、通訳

の依頼に際し、通訳発注書（様式１又は様式２）及び通訳役務スケジュール（予定）（様式３）

（以下「通訳発注書等」という）を通訳業者（以下「請負者」という。）に交付する。 

発注は、国内業務は開催の７２時間前までに、海外業務は開催の２４０時間前までに行うこと

を原則とし、緊急案件が生じた場合は対応の可否について依頼者と請負者で協議の上、対応が可

能となった場合は速やかに通訳発注書等により依頼を行うこととする。 

（２）業務の事前打合せ 

依頼者と請負者による事前の打合せが必要な案件については、事前打合せを実施する。 

（３）業務の実施 

請負者は、通訳発注書等に基づき業務を行う。なお、依頼者の都合により当初スケジュールに

変更が生じた場合は、依頼者の指示により変更して業務を行う。 

（４）業務完了の報告 

海外及び国内遠隔地等、移動を伴う省外における通訳時においては、通訳終了後、通訳役務ス

ケジュール（実行）（様式４）を作成し、通訳時間に関して依頼者と請負者の双方の確認を行っ

た上で、通訳費・旅費等の精算を行う。 

 

３ 契約の期間 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日 

 

４ 通訳場所 

その都度、依頼者が指定する場所（国内又は海外（外国出張への同行を含む。））とする。 

 

５ 指定時間 

（１）省内での通訳については、指定の時間までに当該通訳場所に集合し、依頼者の指示に従い業務

を行うものとする。 

（２）省外での通訳については、通訳発注書等及び依頼者の指示に従い業務を行うものとする。 



 

６ 通訳費 

  Ａクラス １日料金（海外・国内）、半日料金（国内）  ※別添単価表参照 

  ＜キャンセル料＞ 

海外については出発日から前１０日、国内については通訳日の前３日に、依頼者の都合により

キャンセルした場合は、双方協議とする。 

なお、上記より前の依頼者の都合によるキャンセルであっても、請負者は、事前の準備等に係

る経費（ＶＩＳＡ代等）が発生したものについては、別途証拠書類をもって実費請求できるもの

とする。 

ただし、当該契約期間において別件の業務を受けた場合は、その金額分はキャンセル料から差

引き請求する。 

 

７ 通訳費以外の諸費用 

６．以外の支出項目については、別添の附則及び海外通訳基準による。 

 

８ 守秘義務 

（１）請負者は、本業務により知り得た事項を業務の期間にかかわらず、第三者に漏らしてはならな

い。 

（２）本業務遂行のために依頼者が参考となる資料を貸与した場合は、業務終了時に依頼者へ返却す

ること。 

なお、請負者は、当該資料を複写し、又は、第三者に閲覧、貸与してはならない。 

（３）業務情報を取り扱う場合又は業務情報を取り扱う情報システムやウェブサイトの構築・運用等

を行う場合、別記「情報セキュリティに関する事項」を遵守し、情報セキュリティ対策を実施す

ること。 

 

９ 不開示情報の取扱い（情報管理体制） 

依頼者が通訳発注書において「不開示情報の取扱い有り」とした場合は、以下のとおり取り扱う

こととする。 

（１）請負者は本事業で知り得た情報を適切に管理するため、次の履行体制を確保し、依頼者に対

し「情報取扱者名簿」（氏名、住所、生年月日、所属部署、役職等が記載されたもの）及び「情

報セキュリティを確保するための体制を定めた書面（情報管理体制図）」（別紙）を契約前に

提出し、依頼者の同意を得ること。（住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出する

ことを要しないが、その場合であっても担当課室から求められた場合は速やかに提出するこ

と。）なお、情報取扱者名簿は、契約業務の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を掲載

すること。 

（確保すべき履行体制） 

契約を履行する一環として請負者が収集、整理、作成等した一切の情報が、依頼者が保護を要さ

ないと確認するまでは、情報取扱者名簿に記載のある者以外に伝達又は漏えいされないことを保

証する履行体制を有していること 

 

（２）前項の情報取扱者名簿又は情報管理体制図に変更がある場合は、予め依頼者へ提出し、同意を

得ること。 



（３）本事業で知り得た一切の情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏えいしてはならない

ものとする。ただし、依頼者の承認を得た場合は、この限りではない。 

（４）国から提供した資料又は国が指定した資料の取扱い（返却・削除等）については、依頼者の指

示に従うこと。 

 

１０ その他 

業務その他不明な事項が生じた場合には、双方の協議により決定するものとする。 

また、請負者は、通訳者の選定に当たり、経済・財政等の専門用語や特有の言い回しができ、併

せて経済産業省関係の国際会議等に関する知識、論点を十分に把握している者を選定するものとす

る。



単  価  表 

 

 

【通訳費】 

１日：      円／人（税抜） 

 

半日：      円／人（税抜） 

 

＜オーバータイム料金＞ 

１日通訳費 ÷ ８時間 × １．２５（１円未満切り捨て） 

※１人１時間当たり、上記の額を上限とする 

 

 

 

【同時通訳簡易装置使用料】 

＜送信機＞ 

１日：      円／台（税抜） 

＜受信機＞ 

１日：      円／台（税抜） 

 



附 則 

特殊な場合における通訳業務に対する支払いに関して 

 

１ 午前と午後に各々別のプロジェクトで通訳をする場合 

（１）同一通訳者が担当した場合は、１日通訳費を請求するものとする。 

（２）異なる通訳者が担当した場合は、各々半日通訳費を請求するものとする。 

 

２ 半日通訳費の範囲内に、２件以上のプロジェクトで通訳する場合 

（１）同一通訳者が担当した場合は、件数の多少にかかわらず半日通訳費を請求するものとする。 

（２）異なる通訳者が担当した場合は、各々半日通訳費を請求するものとする。 

 

３ 通訳業務時間は、原則として拘束時間を含み、１日を８時間以内、半日を４時間以内（ただし、

午前又は午後のいずれか。）とし、午前から開始された業務が午後にわたる場合は、４時間未満で

あっても１日通訳費を請求するものとする。 

通訳業務以外の移動時間等による拘束に対しては、拘束補償費（１日通訳費×１／２）を適用する。ただし、

１８時まで拘束し、これ以降に通訳業務が発生した場合は、別途１時間毎にオーバータイム料金を加算する。

なお、その合計が１日通訳費に満たない場合は１日通訳費を適用する。 

 

 

４ 同一会議が２日以上にわたり、専門的又は高度な内容の場合は、通訳者の事前打合せ、準備等の

ための事前準備費として下記の料金を請求することができる。 

（１）１日の会議が２日以上にわたる場合：１日通訳費 

（２）半日の会議が３日以上にわたる場合：半日通訳費 

 

５ 通訳業務時間が８時間を超過する場合は、オーバータイム料金を適用の上、請求するものとする。

ただし、通訳業務が８時間未満であっても、１８時以降はオーバータイム料金を適用する。 

 

６ 上記５．の規定にかかわらず、１８時以降のみの通訳業務においては、以下の料金を適用する。 

 （１）０時までに終了した場合 

通訳業務時間が４時間以内：半日通訳費 

通訳業務時間が４時間以上：１日通訳費 

（２）０時を超えて終了した場合 

０時までの通訳業務時間（４時間以内／以上）による（１）いずれかの通訳費に、０時を超え

た１時間毎にオーバータイム料金を加算 

 

７ 国内における通訳に際して発生した東京２３区以遠の交通費については、実費分について請求す

ることができる。 

  ※１ 公共交通機関を利用するものとし、東京駅を起点として計算する。 

  ※２ 東京２３区内のみの場合は対象外とする。 

  ※３ 深夜早朝の時間帯その他やむを得ない事情により公共交通機関が無くタクシー等代替手段

を利用した場合には、前２項に関わらず通訳場所を基点として実費分について請求できるもの

とする。 



 

８ 国内における宿泊を伴う通訳業務に際しては、日当及び宿泊費を請求することができる。なお、

日当は８，３００円／日（１００ｋｍを超える移動を伴う日帰りの通訳業務に際しては３，０００

円／日）、宿泊費は実費精算とする。 

 

９ 依頼者からの依頼により、同時通訳簡易装置が必要な場合、可能な限り用意する。原則として、

機材発送前日までに発注した使用日数分を支払額とする（実際の使用日数が発注時の使用日数を下

回った場合でも、発注時の使用日数分を支払額とする）。なお、拘束補償費については別途協議と

する。 

 

１０ 録音した通訳音声を動画配信等に使用する場合は２次使用料を請求することができるものと

し、２次使用料については用途や料金表等を踏まえて別途双方協議とする。 

 

１１ 上記によらないその他の経費については、別途双方協議とする。 



海 外 通 訳 基 準 

 

＜通訳費＞ 

通訳として従事する１８時までの間の、業務開始時間から８時間以内の通訳業務（拘束時間を含む。）につ

いては、１日通訳費を適用する。これ以降の通訳業務については、別途オーバータイム料金を加算する。 

 

＜拘束補償費＞ 

通訳として同行中の通訳業務以外の移動時間等による拘束に対しては、拘束補償費（１日通訳費×１／２）

を適用する。ただし、１８時まで拘束し、これ以降に通訳業務が発生した場合は、別途１時間毎にオーバータ

イム料金を加算する。なお、その合計が１日通訳費に満たない場合は１日通訳費を適用する。 

 

＜オーバータイム＞ 

１８時以前の連続８時間以上にわたる通訳業務（途中の拘束時間を含む。）又は、通訳業務の有無を問わず、

１８時以降についての通訳業務（途中の拘束時間を含む。）は、オーバータイム料金を適用する。 

 

＜日 当＞ 

通訳として同行中の日当は、８，３００円／日とする。 

 

＜地上交通費＞ 

通訳における日本国内での交通費を地上交通費とし、１回の海外出張につき、成田空港は片道５，３４０円

／人、羽田空港は片道１，０００円／人とする。２３区以外及び上記以外の地上交通費は、東京駅を起点とし

実費精算（できる限り公共交通機関を使用。）とする。 

※交通費根拠（ただし、年度途中に運賃改定等が行われた場合には改定額によることとする。） 

成田空港（東京－成田） 電車賃 

１，３４０円（運賃）＋ ４，０００円（特・グリーン）＝ ５，３４０円 

羽田空港（東京－羽田） リムジンバス代 

１，２００円 

 

＜事前準備費＞ 

海外出張に係る通訳については、事前に通訳者の準備が必要となるため、事前準備費として通訳者１名につ

き１日通訳費を必要とする。 

 

＜航空賃・ＶＩＳＡ代等＞ 

航空賃・ＶＩＳＡ代等、海外通訳に必要とされる経費については、別途証拠書類をもって実費請求とする。 

なお、航空便手配については原則ビジネスクラスを基本とする。 

 

＜宿泊費等＞ 

宿泊費等現地で必要とされた経費については、現地での支払額（外貨）を支払時の円換算レートで算出した

実費（円）を支払額とする。 

 

＜同時通訳簡易装置使用料＞ 

依頼者からの依頼により、同時通訳簡易装置が必要な場合、可能な限り用意する。原則として、機材



発送前日までに発注した使用日数分を支払額とする（実際の使用日数が発注時の使用日数を下回っ

た場合でも、発注時の使用日数分を支払額とする）。なお、拘束補償費については別途協議とする。 

 

※機材の紛失・破損、返却遅延の際は別途追加料金を計上とする。 

＜その他の経費＞ 

上記によらないその他の経費については、別途双方協議とする。 

 また、コロナ禍において海外通訳に必要とされる経費（ＰＣＲ検査代、隔離期間中の拘束補償費等）

についても別途双方協議とする。 



様式１ 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

通 訳 発 注 書（国内） 

請求局名 （部局名） 

 （通訳会社名）        殿      担当者  （課室名） 

    （氏名） 

① 

相 

手 

方 

ﾌﾘｶﾞﾅ： 

氏名：                    （ほか  人） 

国名： 

② 

通 

 

訳 

 

申 

 

込 

 

事 

 

項 

件名： 

予想される話の内容： 

経済省側対応者： 

同席者： 

日時： 令和  年  月  日（ ）   ：  ～  ：   

場所： 

用語：  英 ・ 中 ・ 露 ・ 仏 ・ 西 ・ 尼 ・ 韓 ・ 越 

同時通訳  名  ・  逐次通訳  名 

担当課室： 

担 当 者： 

電話（直通）：  －    －     

その他連絡事項 

同時通訳簡易装置の使用： 有（送信機 台・受信機 台） ・ 無 

不開示情報の取扱い： 有 ・ 無 

通訳音声の動画配信等： 有（目的：           ） ・ 無 

③ 

処 

理 

事 

項 

通訳者： 

用語：  英 ・ 中 ・ 露 ・ 仏 ・ 西 ・ 尼 ・ 韓 ・ 越 

通訳会社： 

担 当 者： 

  電話： 

上記のとおり発注します。 

（注）職員は納品又は給付の完了を受けた後、 

業務管理官室等に完了報告をメールして下さい。 

業務管理官室等 SelfSign 欄 

（業務管理官室等承認無いものは無効） 



様式２ 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

通 訳 発 注 書（海外） 

請求局名 （部局名） 

 （通訳会社名）        殿      担当者  （課室名） 

    （氏名） 

① 

 

通 

 

訳 

 

申 

 

込 

 

事 

 

項 

出張期間： 令和  年  月  日（ ）～令和  年  月  日（ ） 

詳細スケジュールは、様式３による 

件名： 

出張目的： 

出張国： 

出張者： 

予想される話の内容： 

用語：  英 ・ 中 ・ 露 ・ 仏 ・ 西 ・ 尼 ・ 韓 ・ 越 

     同時通訳  名  ・  逐次通訳  名 

担当課室： 

担 当 者： 

電話（直通）：  －    －     

その他連絡事項 

同時通訳簡易装置の使用： 有（送信機 台・受信機 台） ・ 無 

不開示情報の取扱い： 有 ・ 無 

通訳音声の動画配信等： 有（目的：        ） ・ 無 

② 

処 

理 

事 

項 

通訳者： 

用語：  英 ・ 中 ・ 露 ・ 仏 ・ 西 ・ 尼 ・ 韓 ・ 越 

通訳会社： 

担 当 者： 

  電話： 

上記のとおり発注します。 

（注）職員は納品又は給付の完了を受けた後、 

業務管理官室等に完了報告をメールして下さい。 

 

 

 

業務管理官室等 SelfSign 欄 

（業務管理官室等承認無いものは無効） 



様式３ 

 

 

通訳役務スケジュール（予定） 

 

 

月 日 

 

 

時 間 

 

 

業務内容 

 

備 考 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

１．フライトスケジュール、航空運賃見積を添付のこと。 

２．通訳スケジュール等変更があった場合は、随行する担当者の指示に従うこと。 



様式３ 

（提 示 例） 

 

通訳役務スケジュール（予定） 

 

 

月 日 

 

 

時 間 

 

 

業務内容 

 

備 考 

○／○（曜日） 

 

10:30 

16:40 

 

成田発 

○○○○着 

 

（フライトの便名） 

 

○／○（曜日） 

 

9:00-11:00 

11:00-12:00 

16:15-17:45 

17:45-18:15 

18:30-20:00 

 通訳業務 

 通訳業務 

 通訳業務 

通訳業務 

通訳業務 

勉強会 

○○○○大臣との会談 

経済産業大臣会合 

合同記者会見 

経済産業大臣会合 

○／○（曜日） 10:30 

19:20 

○○○○発 

××××着 

（フライトの便名） 

○／○（曜日） 

 

9:00- 9:30 

10:30-12:00 

13:30-14:30 

18:00 

通訳業務 

通訳業務 

通訳業務 

××××発 

勉強会 

経済産業大臣会合 

××××大臣昼食会 

（フライトの便名） 

 

○／○（曜日） 8:10 成田着  

 

１．フライトスケジュール、航空運賃見積を添付のこと。 

２．通訳スケジュール等変更があった場合は、随行する担当者の指示に従うこと。 



様式４ 

 

 

通訳役務スケジュール（実行） 

 

（件名：                  ） 

 

 

 

月 日 

 

 

時 間 

 

 

業務内容 

 

備 考 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

  



（別記） 

情報セキュリティに関する事項 

 

以下の事項について遵守すること。 

 

【情報セキュリティ関連事項の確保体制および遵守状況の報告】 

1) 受注者（委託契約の場合には、受託者。以下同じ。）は、契約締結後速やかに、情報セキュ

リティを確保するための体制並びに以下 2)～17)に記載する事項の遵守の方法及び提出を求

める情報、書類等（以下「情報セキュリティを確保するための体制等」という。）について、

経済産業省（以下「当省」という。）の担当職員（以下「担当職員」という。）に提示し了

承を得た上で確認書類として提出すること。ただし、別途契約締結前に、情報セキュリティ

を確保するための体制等について担当職員に提示し了承を得た上で提出したときは、この限

りでない。また、定期的に、情報セキュリティを確保するための体制等及び対策に係る実施

状況（「情報セキュリティに関する事項の遵守の方法の実施状況報告書」（別紙））を紙媒

体又は電子媒体により報告すること。加えて、これらに変更が生じる場合は、事前に担当職

員へ案を提出し、同意を得ること。 

なお、報告の内容について、担当職員と受注者が協議し不十分であると認めた場合、受注

者は、速やかに担当職員と協議し対策を講ずること。 

 

【情報セキュリティ関連規程等の遵守】 

2) 受注者は、「経済産業省情報セキュリティ管理規程（平成 18･03･22 シ第 1 号）」、「経済

産業省情報セキュリティ対策基準（平成 18･03･24シ第 1 号）」及び「政府機関等のサイバー

セキュリティ対策のための統一基準群（令和５年度版）」(以下「規程等」と総称する。)を

遵守すること。また、契約締結時に規程等が改正されている場合は、改正後の規程等を遵守

すること。 

 

3) 受注者は、当省又は内閣官房内閣サイバーセキュリティセンターが必要に応じて実施する

情報セキュリティ監査、マネジメント監査又はペネトレーションテストを受け入れるととも

に、指摘事項への対応を行うこと。 

 

【情報セキュリティを確保するための体制】 

4) 受注者は、本業務に従事する者を限定すること。また、受注者の資本関係・役員の情報、本

業務の実施場所、本業務の全ての従事者の所属、専門性（情報セキュリティに係る資格・研

修実績等）、実績及び国籍に関する情報を担当職員に提示すること。なお、本業務の実施期

間中に従事者を変更等する場合には、事前にこれらの情報を担当職員に再提示すること。 

 

5) 受注者は、本業務を再委託（業務の一部を第三者に委託することをいい、外注及び請負を含

む。以下同じ。）する場合は、再委託されることにより生ずる脅威に対して情報セキュリテ

ィが十分に確保されるよう、上記 1)から 17)までの措置の実施を契約等により再委託先に担

保させること。また、1)の確認書類には再委託先に係るものも含むこと。 

 

【情報の取扱い】 



6) 受注者は、本業務遂行中に得た本業務に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれらの

複製を含む。）の取扱いには十分注意を払い、当省内に複製が可能な電子計算機等の機器を

持ち込んで作業を行う必要がある場合には、事前に担当職員の許可を得ること。なお、この

場合であっても、担当職員の許可なく複製してはならない。また、作業終了後には、持ち込

んだ機器から情報が消去されていることを担当職員が確認できる方法で証明すること。 

 

7) 受注者は、本業務遂行中に得た本業務に関する情報（紙媒体及び電子媒体）について、担当

職員の許可なく当省外で複製してはならない。また、作業終了後には、複製した情報が電子

計算機等から消去されていることを担当職員が確認できる方法で証明すること。 

 

8) 受注者は、本業務を終了又は契約解除する場合には、受注者において本業務遂行中に得た本

業務に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれらの複製を含む。）を速やかに担当職

員に返却し、又は廃棄し、若しくは消去すること。その際、担当職員の確認を必ず受けるこ

と。 

 

9) 受注者は、契約期間中及び契約終了後においても、本業務に関して知り得た当省の業務上の

内容について、他に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。 

なお、当省の業務上の内容を外部に提供する必要が生じた場合は、提供先で当該情報が適

切に取り扱われないおそれがあることに留意し、提供の可否を十分に検討した上で、担当職

員の承認を得るとともに、取扱上の注意点を示して提供すること。 

 

【情報セキュリティに係る対策、教育、侵害時の対処】 

10) 受注者は、本業務に使用するソフトウェア、電子計算機等に係る脆弱性対策、不正プログ

ラム対策、サービス不能攻撃対策、標的型攻撃対策、アクセス制御対策、情報漏えい対策を

講じるとともに、契約期間中にこれらの対策に関する情報セキュリティ教育を本業務にかか

わる従事者に対し実施すること。 

 

11) 受注者は、本業務の遂行において、情報セキュリティが侵害され、又はそのおそれがある

場合の対処方法について担当職員に提示すること。また、情報セキュリティが侵害され、又

はそのおそれがあることを認知した場合には、速やかに担当職員に報告を行い、原因究明及

びその対処等について担当職員と協議の上、その指示に従うこと。 

 

【クラウドサービス】 

12) 受注者は、本業務を実施するに当たり、民間事業者等が不特定多数の利用者に対して提供

する、定型約款や利用規約等への同意のみで利用可能となるクラウドサービスを利用する場

合には、これらのサービスで要機密情報を取り扱ってはならず、2)に掲げる規程等で定める

不正アクセス対策を実施するなど規程等を遵守すること。 

 

13）受注者は、本業務を実施するに当たり、利用において要機密情報を取り扱うものとしてク

ラウドサービスを調達する際は、「政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）」

の ISMAP クラウドサービスリスト又は ISMAP-LIU クラウドサービスリストから調達すること

を原則とすること。 



 

14）受注者は、前２項におけるクラウドサービスの利用の際は、提供条件等から、利用に当た

ってのリスクの評価を行い、リスクが許容出来ることを確認して担当職員の利用承認を得る

とともに、取扱上の注意点を示して提供し、その利用状況を管理すること。 

 

【セキュアな情報システム（外部公開ウェブサイトを含む）の構築・運用・閉鎖】 

15) 受注者は、情報システム（ウェブサイトを含む。以下同じ。）の設計、構築、運用、保守、

廃棄等（電子計算機、電子計算機が組み込まれた機器、通信回線装置、電磁的記録媒体等の

ハードウェア又はソフトウェア（以下「機器等」という。）の調達を含む場合には、その製

造工程を含む。）を行う場合には、以下を実施すること。 

①各工程において、当省の意図しない変更や機密情報の窃取等が行われないことを保証する

管理が、一貫した品質保証体制の下でなされていること。また、具体的な管理手順や品質

保証体制を証明する書類等を提出すること。 

 

②情報システムや機器等に意図しない変更が行われる等の不正が見つかったときに、追跡調

査や立入検査等、当省と連携して原因を調査し、排除するための手順及び体制を整備して

いること。これらが妥当であることを証明するため書類を提出すること。 

 

③不正プログラム対策ソフトウェア等の導入に当たり、既知及び未知の不正プログラムの検

知及びその実行の防止の機能を有するソフトウェアを導入すること。また、以下を含む対

策を行うこと。 

（a）不正プログラム対策ソフトウェア等が常に最新の状態となるように構成すること。 

（b）不正プログラム対策ソフトウェア等に定義ファイルを用いる場合、その定義ファイル

が常に最新の状態となるように構成すること。 

（c）不正プログラム対策ソフトウェア等の設定変更権限については、システム管理者が一

括管理し、システム利用者に当該権限を付与しないこと。 

（d）不正プログラム対策ソフトウェア等を定期的に全てのファイルを対象としたスキャ

ンを実施するように構成すること。 

（e）EDRソフトウェア等を利用し、端末やサーバ装置（エンドポイント）の活動を監視し、

感染したおそれのある装置を早期にネットワークから切り離す機能の導入を検討す

ること。 

 

④情報セキュリティ対策による情報システムの変更内容について、担当職員に速やかに報告

すること。また、情報システムが構築段階から運用保守段階へ移行する際等、他の事業者

へ引き継がれる項目に、情報セキュリティ対策に必要な内容を含めること。 

 

⑤サポート期限が切れた、又は本業務の期間中にサポート期限が切れる予定がある等、サポ

ートが受けられないソフトウェアの利用を行わないこと、及びその利用を前提としないこ

と。また、ソフトウェアの名称・バージョン・導入箇所等を管理台帳で管理することに加

え、サポート期限に関するものを含むソフトウェアの脆弱性情報を収集し、担当職員に情

報提供するとともに、情報を入手した場合には脆弱性対策計画を作成し、担当職員の確認

を得た上で対策を講ずること。 



 

⑥受注者自身（再委託先を含む。）が管理責任を有するサーバ等を利用する場合には、ＯＳ、

ミドルウェア等のソフトウェアの脆弱性情報を収集し、セキュリティ修正プログラムが提

供されている場合には業務影響に配慮しつつ、速やかに適用を実施すること。 

 

⑦ウェブサイト又は電子メール送受信機能を含むシステム等の当省外向けシステムを構築又

は運用する場合には、政府機関のドメインであることが保証されるドメイン名「.go.jp」

を使用すること。 

 

⑧外部に公開するウェブサイトを構築又は運用する場合には、以下の対策を実施すること。 

・サービス開始前および、運用中においては年１回以上、ポートスキャン、脆弱性検査を

含むプラットフォーム診断を実施し、脆弱性を検出した場合には必要な対策を実施するこ

と。 

・インターネットを介して通信する情報の盗聴及び改ざんの防止並びに正当なウェブサー

バであることを利用者が確認できるようにするため、TLS(SSL)暗号化の実施等によりウェ

ブサイトの暗号化の対策等を講じること。 

 なお、必要となるサーバ証明書には、利用者が事前のルート証明書のインストールを必要

とすることなく、その正当性を検証できる認証局（証明書発行機関）により発行された電

子証明書を用いること。 

 

⑨電子メール送受信機能を含む場合には、SPF（Sender Policy Framework）等のなりすまし

の防止策を講ずるとともに SMTP によるサーバ間通信の TLS（SSL）化や S/MIME 等の電子メ

ールにおける暗号化及び電子署名等により保護すること。 

 

⑩ウェブサイト又は電子メール送受信機能を含むシステム等の当省外向けシステムを構築又

は運用する場合は、当省が指定する期日にドメインの抹消、DNS や CDN 情報の削除、運用

環境の削除を行える事業者を選定すること。 

また、運用を閉鎖する場合は、終了告知を一定期間行うこと。一定期間の終了告知を終え

た後は、ドメインの抹消、DNS や CDN 情報の削除、ドメインへのリンクの削除、SNS を利用

していた場合はアカウント削除等、なりすましの防止策を漏れなく講ずること。 

なお、本事項は、「実施」の場合はその実施内容、「未実施」又は「該当なし」の場合は

その理由等を必ず報告すること。 

 

【アプリケーション・コンテンツの情報セキュリティ対策】 

16) 受注者は、アプリケーション・コンテンツ（アプリケーションプログラム、ウェブコンテ

ンツ等の総称をいう。以下同じ。）の開発・作成を行う場合には、利用者の情報セキュリテ

ィ水準の低下を招かぬよう、以下の内容も含めて行うこと。 

①提供するアプリケーション・コンテンツが不正プログラムを含まないこと。また、そのた

めに以下を含む対策を行うこと。 

（a）アプリケーション・コンテンツを提供する前に、不正プログラム対策ソフトウェアを

用いてスキャンを行い、不正プログラムが含まれていないことを確認すること。 

（b）アプリケーションプログラムを提供する場合には、当該アプリケーションの仕様に反



するプログラムコードが含まれていないことを確認すること。 

（c）提供するアプリケーション・コンテンツにおいて、当省外のウェブサイト等のサーバ

へ自動的にアクセスが発生する機能が仕様に反して組み込まれていないことを、Ｈ

ＴＭＬソースを表示させるなどして確認すること。 

 

②提供するアプリケーション・コンテンツが脆弱性を含まないこと。 

 

③実行プログラムの形式以外にコンテンツを提供する手段がない場合を除き、実行プログラ

ム形式でコンテンツを提供しないこと。 

 

④電子証明書を用いた署名等、提供するアプリケーション・コンテンツの改ざん等がなく真

正なものであることを確認できる手段がある場合には、それをアプリケーション・コンテ

ンツの提供先に与えること。なお、電子証明書を用いた署名を用いるときに、政府認証基

盤（ＧＰＫＩ）の利用が可能である場合は、政府認証基盤により発行された電子証明書を

用いて署名を施すこと。 

 

⑤提供するアプリケーション・コンテンツの利用時に、脆弱性が存在するバージョンのＯＳ、

ソフトウェア等の利用を強制するなどの情報セキュリティ水準を低下させる設定変更をＯ

Ｓ、ソフトウェア等の利用者に要求することがないよう、アプリケーション・コンテンツ

の提供方式を定めて開発すること。 

 

⑥当省外へのアクセスを自動的に発生させる機能やサービス利用者その他の者に関する情報

が本人の意思に反して第三者に提供されるなどの機能がアプリケーション・コンテンツに

組み込まれることがないよう開発すること。ただし、必要があって当該機能をアプリケー

ション・コンテンツに組み込む場合は、当省外へのアクセスが情報セキュリティ上安全な

ものであることを確認した上で、他のウェブサイト等のサーバへ自動的にアクセスが発生

すること、サービス利用者その他の者に関する情報が第三者に提供されること及びこれら

を無効にする方法等が、サービス利用者において容易に確認ができるよう、担当職員が示

すプライバシーポリシー等を当該アプリケーション・コンテンツに掲載すること。 

 

17) 受注者は、外部に公開するウェブサイト上のウェブアプリケーションの構築又は改修を行

う場合には、独立行政法人情報処理推進機構が公開する最新の「安全なウェブサイトの作り

方」（以下「作り方」という。）に基づくこと。また、ウェブアプリケーションの構築又は

更改時においてはサービス開始前に、運用中においてはウェブアプリケーションへ修正を加

えた場合や新たな脅威が確認された場合に、「作り方」に記載されている脆弱性の検査等（ウ

ェブアプリケーション診断）を実施し、脆弱性を検出した場合には必要な対策を実施するこ

と。併せて、「作り方」のチェックリストに従い対応状況を確認し、その結果を記入したチ

ェックリストを担当職員に提出すること。なお、チェックリストの結果に基づき、担当職員

から指示があった場合は、それに従うこと。 

 

 

  



 

別紙 

 

令和    年    月     日 

 

経済産業省○○○課長 殿 

 

住     所 

    名     称 

         代 表 者 氏 名 

 

情報セキュリティに関する事項の遵守の方法の実施状況報告書 

 

 情報セキュリティに関する事項１）の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  

契約件名  

 

 

２．報告事項 

項目 確認事項 実施状況 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

２） 

本業務全体における情報セキュリティの確保のため、「政府機関等のサイバーセキ

ュリティ対策のための統一基準」（令和５年度版）、「経済産業省情報セキュリテ

ィ管理規程」（平成１８・０３・２２シ第１号）及び「経済産業省情報セキュリテ

ィ対策基準」（平成１８･０３･２４シ第１号）（以下「規程等」と総称する。）に基

づく、情報セキュリティ対策を講じる。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

３） 

経済産業省又は内閣官房内閣サイバーセキュリティセンターが必要に応じて実施す

る情報セキュリティ監査、マネジメント監査又はペネトレーションテストを受け入

れるとともに、指摘事項への対応を行う。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

４） 

本業務に従事する者を限定する。また、受注者の資本関係・役員の情報、本業務の

実施場所、本業務の全ての従事者の所属、専門性（情報セキュリティに係る資格・

研修実績等）、実績及び国籍に関する情報を担当職員に提示する。なお、本業務の

実施期間中に従事者を変更等する場合には、事前にこれらの情報を担当職員に再提

示する。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

５） 

本業務の一部を再委託する場合には、再委託することにより生ずる脅威に対して情

報セキュリティに関する事項１）から１７）までの規定に基づく情報セキュリティ

対策が十分に確保される措置を講じる。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

６） 

本業務遂行中に得た本業務に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれらの複

製を含む。）の取扱いには十分注意を払い、経済産業省内に複製が可能な電子計算

機等の機器を持ち込んで作業を行う必要がある場合には、事前に経済産業省の担当

職員（以下「担当職員」という。）の許可を得る。 

なお、この場合であっても、担当職員の許可なく複製しない。また、作業終了後に

は、持ち込んだ機器から情報が消去されていることを担当職員が確認できる方法で

証明する。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

７） 

本業務遂行中に得た本業務に関する情報（紙媒体及び電子媒体）について、担当職

員の許可なく経済産業省外で複製しない。また、作業終了後には、複製した情報が

電子計算機等から消去されていることを担当職員が確認できる方法で証明する。 

 



情報セキュリテ

ィに関する事項 

８） 

本業務を終了又は契約解除する場合には、受注者において本業務遂行中に得た本業

務に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれらの複製を含む。）を速やかに

担当職員に返却し、又は廃棄し、若しくは消去する。その際、担当職員の確認を必

ず受ける。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

９） 

契約期間中及び契約終了後においても、本業務に関して知り得た経済産業省の業務

上の内容について、他に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。 

なお、経済産業省の業務上の内容を外部に提供する必要が生じた場合は、提供先で

当該情報が適切に取り扱われないおそれがあることに留意し、提供の可否を十分に

検討した上で、担当職員の承認を得るとともに、取扱上の注意点を示して提供する。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１０） 

本業務に使用するソフトウェア、電子計算機等に係る脆弱性対策、不正プログラム

対策、サービス不能攻撃対策、標的型攻撃対策、アクセス制御対策、情報漏えい対

策を講じるとともに、契約期間中にこれらの対策に関する情報セキュリティ教育を

本業務にかかわる従事者に対し実施する。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１１） 

本業務の遂行において、情報セキュリティが侵害され又はそのおそれがある場合の

対処方法について担当職員に提示する。また、情報セキュリティが侵害され又はそ

のおそれがあることを認知した場合には、速やかに担当職員に報告を行い、原因究

明及びその対処等について担当職員と協議の上、その指示に従う。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１２） 

本業務を実施するに当たり、民間事業者等が不特定多数の利用者に対して提供する、

定型約款や利用規約等への同意のみで利用可能となるクラウドサービスを利用する

場合には、これらのサービスで要機密情報を取り扱ってはならず、「情報セキュリ

ティに関する事項２）」に定める不正アクセス対策を実施するなど規程等を遵守す

る。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１３） 

本業務を実施するに当たり、利用において要機密情報を取り扱うものとしてクラウ

ドサービスを調達する際は、「政府情報システムのためのセキュリティ評価制度

（ISMAP）」の ISMAP クラウドサービスリスト又は ISMAP-LIU クラウドサービスリス

トから調達することを原則とすること。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１４） 

情報セキュリティに関する事項１２）及び１３）におけるクラウドサービスの利用

の際は、提供条件等から、利用に当たってのリスクの評価を行い、リスクが許容出

来ることを確認して担当職員の利用承認を得るとともに、取扱上の注意点を示して

提供し、その利用状況を管理すること。 

 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１５） 

情報システム（ウェブサイトを含む。以下同じ。）の設計、構築、運用、保守、廃棄

等（電子計算機、電子計算機が組み込まれた機器、通信回線装置、電磁的記録媒体

等のハードウェア又はソフトウェア（以下「機器等」という。）の調達を含む場合

には、その製造工程を含む。）を行う場合には、以下を実施する。 

（１）各工程において、当省の意図しない変更や機密情報の窃取等が行われないこ

とを保証する管理が、一貫した品質保証体制の下でなされていること。また、

具体的な管理手順や品質保証体制を証明する書類等を提出すること。 

（２）情報システムや機器等に意図しない変更が行われる等の不正が見つかったと

きに、追跡調査や立入検査等、当省と連携して原因を調査し、排除するため

の手順及び体制を整備していること。これらが妥当であることを証明するた

め書類を提出すること。 

（３）不正プログラム対策ソフトウェア等の導入に当たり、既知及び未知の不正プ

ログラムの検知及びその実行の防止の機能を有するソフトウェアを導入する

こと。また、以下を含む対策を行うこと。 

①不正プログラム対策ソフトウェア等が常に最新の状態となるように構成

すること。 

②不正プログラム対策ソフトウェア等に定義ファイルを用いる場合、その定

義ファイルが常に最新の状態となるように構成すること。 

③不正プログラム対策ソフトウェア等の設定変更権限については、システム

管理者が一括管理し、システム利用者に当該権限を付与しないこと。 

④不正プログラム対策ソフトウェア等を定期的に全てのファイルを対象と

したスキャンを実施するように構成すること。 

⑤EDR ソフトウェア等を利用し、端末やサーバ装置（エンドポイント）の活

動を監視し、感染したおそれのある装置を早期にネットワークから切り離

す機能の導入を検討すること。 

（４）情報セキュリティ対策による情報システムの変更内容について、担当職員に

速やかに報告すること。また、情報システムが構築段階から運用保守段階へ

移行する際等、他の事業者へ引き継がれる項目に、情報セキュリティ対策に

必要な内容を含めること。 

（５）サポート期限が切れた又は本業務の期間中にサポート期限が切れる予定があ

る等、サポートが受けられないソフトウェアの利用を行わないこと、及びそ

の利用を前提としないこと。また、ソフトウェアの名称・バージョン・導入

箇所等を管理台帳で管理することに加え、サポート期限に関するものを含む

ソフトウェアの脆弱性情報を収集し、担当職員に情報提供するとともに、情

報を入手した場合には脆弱性対策計画を作成し、担当職員の確認を得た上で

 



対策を講ずること。 

（６）受注者自身（再委託先を含む。）が管理責任を有するサーバ等を利用する場

合には、ＯＳ、ミドルウェア等のソフトウェアの脆弱性情報を収集し、セキ

ュリティ修正プログラムが提供されている場合には業務影響に配慮しつつ、

速やかに適用を実施すること。 

（７）電子メール送受信機能を含むシステム等の当省外向けシステムを構築又は運

用する場合には、政府機関のドメインであることが保証されるドメイン名

「.go.jp」を使用すること。 

（８）外部に公開するウェブサイトを構築又は運用する場合には、以下の対策を実

施すること。 

・サービス開始前及び運用中においては年１回以上、ポートスキャン、脆弱性

検査を含むプラットフォーム診断を実施し、脆弱性を検出した場合には必要

な対策を実施すること。 

・インターネットを介して通信する情報の盗聴及び改ざんの防止並びに正当

なウェブサーバであることを利用者が確認できるようにするため、TLS(SSL)

暗号化の実施等によりウェブサイトの暗号化の対策等を講じること。 

・必要となるサーバ証明書には、利用者が事前のルート証明書のインストール

を必要とすることなく、その正当性を検証できる認証局（証明書発行機関）

により発行された電子証明書を用いること。 

（９）電子メール送受信機能を含む場合には、SPF（Sender Policy Framework）等の

なりすましの防止策を講ずるとともに SMTP によるサーバ間通信の TLS

（SSL）化や S/MIME 等の電子メールにおける暗号化及び電子署名等により

保護すること。 

（１０）ウェブサイト又は電子メール送受信機能を含むシステム等の当省外向けシ

ステムを構築又は運用する場合は、当省が指定する期日にドメインの抹消、

DNS や CDN 情報の削除、運用環境の削除を行える事業者を選定すること。 

また、運用を閉鎖する場合は、終了告知を一定期間行うこと。一定期間の終

了告知を終えた後は、ドメインの抹消、DNS や CDN 情報の削除、ドメイン

へのリンクの削除、SNS を利用していた場合はアカウント削除等、なりすま

しの防止策を漏れなく講ずること。 

なお、本事項は、「実施」の場合はその実施内容、「未実施」又は「該当な

し」の場合はその理由等を必ず報告すること。 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１６） 

アプリケーション・コンテンツ（アプリケーションプログラム、ウェブコンテンツ

等の総称をいう。以下同じ。）の開発・作成を行う場合には、利用者の情報セキュ

リティ水準の低下を招かぬよう、以下の内容も含めて行う。 

（１）提供するアプリケーション・コンテンツが不正プログラムを含まないこと。

また、そのために以下を含む対策を行うこと。 

①アプリケーション・コンテンツを提供する前に、不正プログラム対策ソフ

トウェアを用いてスキャンを行い、不正プログラムが含まれていないこと

を確認すること。 

②アプリケーションプログラムを提供する場合には、当該アプリケーション

の仕様に反するプログラムコードが含まれていないことを確認すること。 

③提供するアプリケーション・コンテンツにおいて、当省外のウェブサイト

等のサーバへ自動的にアクセスが発生する機能が仕様に反して組み込まれ

ていないことを、ＨＴＭＬソースを表示させるなどして確認すること。 

（２）提供するアプリケーション・コンテンツが脆弱性を含まないこと。 

（３）実行プログラムの形式以外にコンテンツを提供する手段がない場合を除き、

実行プログラム形式でコンテンツを提供しないこと。 

（４）電子証明書を用いた署名等、提供するアプリケーション・コンテンツの改ざ

ん等がなく真正なものであることを確認できる手段がある場合には、それを

アプリケーション・コンテンツの提供先に与えること。なお、電子証明書を

用いた署名を用いるときに、政府認証基盤（ＧＰＫＩ）の利用が可能である

場合は、政府認証基盤により発行された電子証明書を用いて署名を施すこと。 

（５）提供するアプリケーション・コンテンツの利用時に、脆弱性が存在するバー

ジョンのＯＳ、ソフトウェア等の利用を強制するなどの情報セキュリティ水

準を低下させる設定変更をＯＳ、ソフトウェア等の利用者に要求することが

ないよう、アプリケーション・コンテンツの提供方式を定めて開発すること。 

（６）当省外へのアクセスを自動的に発生させる機能やサービス利用者その他の者

に関する情報が本人の意思に反して第三者に提供されるなどの機能がアプリ

ケーション・コンテンツに組み込まれることがないよう開発すること。ただ

し、必要があって当該機能をアプリケーション・コンテンツに組み込む場合

は、当省外へのアクセスが情報セキュリティ上安全なものであることを確認

した上で、他のウェブサイト等のサーバへ自動的にアクセスが発生すること、

サービス利用者その他の者に関する情報が第三者に提供されること及びこれ

らを無効にする方法等が、サービス利用者において容易に確認ができるよう、

 



担当職員が示すプライバシーポリシー等を当該アプリケーション・コンテン

ツに掲載すること。 

情報セキュリテ

ィに関する事項 

１７） 

外部公開ウェブサイト上のウェブアプリケーションの構築又は改修を行う場合に

は、独立行政法人情報処理推進機構が公開する最新の「安全なウェブサイトの作り

方」（以下「作り方」という。）に従う。また、ウェブアプリケーションの構築又は

改修時においてはサービス開始前に、運用中においてはウェブアプリケーションへ

修正を加えた場合や新たな脅威が確認された場合に、「作り方」に記載されている

脆弱性の検査等（ウェブアプリケーション診断）を実施し、脆弱性を検出した場合

には必要な対策を実施する。併せて、「作り方」のチェックリストに従い対応状況

を確認し、その結果を記入したチェックリストを担当職員に提出する。 

なお、チェックリストの結果に基づき、担当職員から指示があった場合には、その

指示に従う。 

 

記載要領 

１．「実施状況」は、情報セキュリティに関する事項２）から１７）までに規定した事項について、情報セキュリテ

ィに関する事項１）に基づき提出した確認書類で示された遵守の方法の実施状況をチェックするものであり、

「実施」、「未実施」又は「該当なし」のいずれか一つを記載すること。「未実施」又は「該当なし」と記載し

た項目については、別葉にて理由も報告すること。 

２．上記に記載のない項目を追加することは妨げないが、事前に経済産業省と相談すること。 

（この報告書の提出時期：定期的（契約期間における半期を目処（複数年の契約においては年１回以上））。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ 別 紙 ） 

情報取扱者名簿及び情報管理体制図 

 

①情報取扱者名簿 

 氏名 個人住所 生年月日 所属部署 役職 

パスポート

番号及び国

籍（※４） 

情報管理責任者

（※１） 

Ａ 
      

情報取扱管理者

（※２） 

Ｂ       

Ｃ       

業務従事者 

（※３） 

Ｄ       

Ｅ       

下請負先 Ｆ       

（※１）受注事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。 

（※２）本事業の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本事業の進捗状況などの管理を行

うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 

（※３）本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 

（※４）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以

外の者は、パスポート番号等を記載。 

（※５）住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても担当課室

から求められた場合は速やかに提出すること。 

 

②情報管理体制図 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【情報管理体制図に記載すべき事項】 

・本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。（下請負先も含む。） 

・本事業の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。 

 

下請負先

業務従事者

情報取扱管理者

情報管理責任者 A

B

（進捗状況管理）

D

C

（経費情報管理）

E

F

情報取扱者 



資 料 ３ 

 

令和  年  月  日 

支出負担行為担当官 

経済産業省大臣官房会計課長 殿 

住    所   

商 号 又 は 名 称    

代 表 者 氏 名   

 

令和８年度通訳業務 申込書 

（英語・中国語・ロシア語・フランス語・スペイン語・インドネシア語・韓国語・ベトナム語） 

 

１ 手法及び体制 

 ① 緊急な交渉が発生した場合、速やかに、かつ、１名又は複数名の高品質な通訳が提供可能な

通訳者の提供手法（当該フローチャートを添付のこと。） 

 ② 緊急な交渉が発生した場合、速やかに、かつ、１名又は複数名の高品質な通訳が提供可能な

通訳者を提供するための社内のバックアップ体制 

 ③ 個人情報の取扱いに関する社内秘密保持体制 

 

２ 外国政府との同時通訳交渉実績 

外国政府との交渉（ＷＴＯ、ＴＰＰ、ＦＴＡ、ＥＰＡ、ＯＥＣＤ、ＡＰＥＣ等）に係る同時通訳

の実績一覧（直近５年間（２０２１年～２０２５年）の実績。５件以上ある場合は５件分で可）。 

 

３ 通訳者リスト等 

① 国際会議に係る通訳実績のある通訳者及びその者の通訳実績一覧（直近５年間（２０２１年 

～２０２５年）の実績。５件以上ある場合は５件分で可（通訳者が複数名いる場合はそれぞれ５ 

件分））。 

②  ２国間協議に係る通訳実績のある通訳者及びその者の通訳実績一覧（直近５年間（２０２

１年～２０２５年）の実績。５件以上ある場合は５件分で可（通訳者が複数名いる場合はそれぞ

れ５件分））。 

 

４ 経費の見積  通訳費（１日・半日） 

 

５ 会社概要（提出者の概要がわかる資料） 

 

６ 会社規定（キャンセル規定、情報管理規定） 

 

７ 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

 

８ 情報取扱者名簿及び情報管理体制図を通訳の受注後速やかに提出することを確約するもの 

  ※個別に文書として作成するか、１③の資料内にて確約の文言を記載すること。 

(注) １．内容は追加的に照会する必要がないよう、具体的かつ簡潔に記載すること。 

   ２．申込書は一言語に対し一通提出すること。 

なお、４～７について複数言語で同一内容となる場合にはまとめて一通とすることも可

とする。 
＜担当者＞ 

所 属 部 署： 

氏    名： 

電  話： 

e - m a i l： 



（ 案 ）             資 料 ４ 

契 約 書 

 

支出負担行為担当官 経済産業省大臣官房会計課長 名（以下「甲」という。）と別記１

（事業者名 役職 氏名）（以下「乙」という。）は、経済産業省、資源エネルギー庁、中小

企業庁及び特許庁（以下「依頼者」という。）の発注する同時通訳又は逐次通訳（以下「通

訳」という。）について、別添仕様書及び次の条項により契約を締結する｡ 

 

（目 的） 

第１条 本契約は、国内外における外国政府要人等と経済産業大臣、経済産業副大臣、経済産

業大臣政務官及び経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、特許庁幹部・職員との

会議等において通訳することを目的とする。 

 

（契約金額） 

第２条 依頼者の発注に係る乙の契約金額は、別紙単価表、附則及び海外通訳基準に定めるも

のとする。 

 

（契約期間） 

第３条 契約期間は、令和８年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

 

（契約保証金） 

第４条 甲は、本契約に係る乙が納付すべき契約保証金の納付を全額免除する。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 乙は、本契約によって生じる権利の全部又は一部を甲の承諾を得ずに、第三者に譲渡

し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会、資産の流動化に関する法律

（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社又は中小企業信用

保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の３に規定する金融機関に対して債

権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。 

２ 乙が本契約により行うこととされた全ての給付を完了する前に、乙が前項ただし書に基づ

いて債権の譲渡を行い、乙が甲に対し、民法（明治２９年法律第８９号）第４６７条又

は動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律

第１０４号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定する通知又は承諾

の依頼を行う場合には、甲は次の各号に掲げる事項を主張する権利を留保し又は次の各

号に掲げる異議をとどめるものとする。 

    また、乙から債権を譲り受けた者（以下「譲受人」という。）が甲に対し、債権譲渡

特例法第４条第２項に規定する通知若しくは民法第４６７条又は債権譲渡特例法第４条

第２項に規定する承諾の依頼を行う場合についても同様とする。 

(1) 譲受人は、譲渡対象債権について、前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又はこれへの

質権の設定その他債権の帰属並びに行使を害すべきことを行わないこと。 

(2) 甲は、乙による債権譲渡後も、乙との協議のみにより、納地の変更、契約金額の変更そ

の他契約内容の変更を行うことがあり、この場合、譲受人は異議を申し立てないものと

し、当該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応については、

専ら乙と譲受人の間の協議により決定されなければならないこと。 

３ 第１項ただし書の規定に基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が

行う弁済の効力は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２の



 

規定に基づき、甲が同令第１条第３号に規定するセンター支出官に対して支出の決定の

通知を行ったときに生ずるものとする。 

 

（下請負の禁止等） 

第６条 乙は、次の各号に定める下請負をしてはならない。ただし、甲の承諾を得た場合は、

この限りでない。 

     (1)  経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者

に委任し、又は請負わせること（契約金額１００万円未満のものを除く） 

     (2)  本契約の全部若しくは大部分を一括して第三者に委任し、又は請負わせること 

２ 乙は、前項ただし書に基づく下請負を行う場合は、委任又は請負わせた業務に伴う当

該事業者（以下「下請負人」という。）の行為について、甲に対しすべての責任を負う

ものとする。 

３ 乙は、第１項ただし書に基づく下請負を行う場合は、乙がこの契約を遵守するために

必要な事項及び下請負の禁止について、下請負人と約定しなければならない。 

４ 甲は、本契約の履行期限内において乙が第１項第１号及び第２項から前項の規定に違

反して経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者

に委任し、又は請負わせたことを知った場合は、乙に対し乙が当該事業者との間で締結

した契約の変更又は解除若しくは当該事業者以外の事業者との契約の締結を求めること

ができるものとし、乙は甲から求めがあった場合はその求めに応じなければならない。 

５ 前４項までの規定は、当該契約の下請負が何重であっても同様に取り扱うものとし、

乙は、必要な措置を講じるものとする。 

 

（発 注） 

第７条 依頼者は、別紙様式で定める通訳発注書及び通訳役務スケジュール（予定）により通

訳を発注するものとし、乙は依頼者の指示に従い通訳役務を履行するものとする。 

 

（検査及び役務行為完了の時期） 

第８条 乙は、前条の発注に基づき通訳役務の履行を完了したときは、速やかに依頼者に通知

して検査を受けるものとし、検査に合格した日をもって役務行為の完了の時期とする。 

２ 乙は、前項の検査にあたり、仕様書の定めに応じ別紙様式で定める通訳役務スケジュ

ール（実行）を作成し、依頼者に提示するものとする。 

 

（対価の請求） 

第９条 乙は、前条の検査に合格した後、通訳発注書ごとに別紙単価表、附則及び海外通訳基

準に基づき算定した金額に消費税及び地方消費税額を加算した金額の請求書を作成し、

別表に掲げる各組織（以下「各組織」という。）それぞれに請求するものとする。 

 

（対価の支払） 

第１０条 各組織は、乙から前条の規定に従い請求書の提出があったときは、その内容を審査

し、適法な請求書として受理したときは、その日から起算して３０日（以下「約定期

間」という。）以内に対価を支払わなければならない。 

 

（遅延利息） 

第１１条 各組織が前条の約定期間内に対価を支払わない場合には、遅延利息として、約定期

間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、当該未払金額に対し、政府契約



 

の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項に規定する

財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率を乗じて計算した金額を支払うも

のとする。 

 

（違約金） 

第１２条 乙が天災その他不可抗力の原因によらないで、通訳発注書記載の日時及び場所にお

いて通訳役務の給付ができないときは、甲は、違約金として１日につき契約単価（本契

約締結後、契約単価の変更があった場合には、変更後の契約単価）に予定数量を乗じて

得た金額の１，０００分の１に相当する額を徴収することができる。 

 

（契約の解除） 

第１３条 甲及び乙は、各々相手方が本契約に定めた義務に違反したとき又は誠意をもって履

行する見込みがないと認められるときは、いつでも契約を解除することができる。ただ

し、相手方の責に帰す理由がない場合は、この限りでない。 

 

（損害賠償） 

第１４条 甲は、違約金の徴収、本契約の解除をしてもなお損害がある場合には、乙に対して

損害賠償の請求をすることができる。 

甲は、前項に基づく損害賠償を請求する場合、違約金の徴収及び契約の解除を決定し

た日から１年以内に乙に通知することを要するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１５条 乙及び通訳者は、通訳役務の遂行上、その内容及びそれにより知り得た事項は一切

これを他に漏らし、又は他の目的に使用してはならない。 

２ 乙及び通訳者は、本契約終了後においても前項の責任を負うものとする。 

 

（情報セキュリティの確保） 

第１６条 乙は、契約締結後速やかに、情報セキュリティを確保するための体制並びに本条第

２項から第１１項まで、次条及び第 16条の３に記載する事項の遵守の方法及び提出を

求める情報、書類等（以下「情報セキュリティを確保するための体制等」という。）に

ついて、甲に提示し了承を得た上で確認書類として提出しなければならない。ただし、

別途契約締結前に、情報セキュリティを確保するための体制等について甲に提示し了承

を得た上で提出したときは、この限りでない。また、乙は、情報セキュリティを確保す

るための体制及び対策に係る実施状況については、定期的に、情報セキュリティに関す

る事項の遵守の方法の実施状況報告書を甲に提出しなければならない。加えて、これら

に変更が生じる場合は、事前に甲へ案を提出し、同意を得なければならない。 

    なお、報告の内容について、甲と乙が協議し不十分であると認めた場合、乙は、速や

かに甲と協議し対策を講じなければならない。 

２ 乙は、本契約に使用するソフトウェア、電子計算機等に係る脆弱性対策、不正プログ

ラム対策、サービス不能攻撃対策、標的型攻撃対策、アクセス制御対策、情報漏えい対

策を講じるとともに、契約期間中にこれらの対策に関する情報セキュリティ教育を本契

約にかかわる従事者に対し実施しなければならない。 

３ 乙は、本契約遂行中に得た本契約に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれら

の複製を含む。）の取扱いには十分注意を払い、経済産業省（以下「当省」という。）

内に複製が可能な電子計算機等の機器を持ち込んで作業を行う必要がある場合には、事



 

前に甲の許可を得なければならない。なお、この場合であっても、甲の許可なく複製し

てはならない。また、作業終了後には、持ち込んだ機器から情報が消去されていること

を甲が確認できる方法で証明しなければならない。 

４ 乙は、本契約遂行中に得た本契約に関する情報（紙媒体及び電子媒体）について、甲

の許可なく当省外で複製してはならない。また、作業終了後には、複製した情報が電子

計算機等から消去されていることを甲が確認できる方法で証明しなければならない。 

５ 乙は、本契約を終了又は契約解除する場合には、乙において本契約遂行中に得た本契

約に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれらの複製を含む。）を速やかに甲に

返却し、又は廃棄し、若しくは消去しなければならない。その際、甲の確認を必ず受け

なければならない。 

６ 乙は、契約期間中及び契約終了後においても、本契約に関して知り得た当省の業務上

の内容について、他に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。 

  なお、乙は、当省の業務上の内容を外部に提供する必要が生じた場合は、提供先で当

該情報が適切に取り扱われないおそれがあることに留意し、提供の可否を十分に検討し

た上で、甲の承認を得るとともに、取扱上の注意点を示して提供しなければならない。 

７ 乙は、本契約の遂行において、情報セキュリティが侵害され、又はそのおそれがある

場合の対処方法について甲に提示しなければならない。また、情報セキュリティが侵害

され又はそのおそれがあることを認知した場合には、速やかに甲に報告を行い、原因究

明及びその対処等について甲と協議の上、その指示に従わなければならない。 

８ 乙は、本契約全体における情報セキュリティの確保のため、「政府機関等のサイバー

セキュリティ対策のための統一基準」（令和３年度版）、「経済産業省情報セキュリテ

ィ管理規程」（平成１８・０３・２２シ第１号）及び「経済産業省情報セキュリティ対

策基準」（平成１８･０３･２４シ第１号）（以下「規程等」と総称する。）に基づく情

報セキュリティ対策を講じなければならない。 

９ 乙は、当省又は内閣官房内閣サイバーセキュリティセンターが必要に応じて実施する

情報セキュリティ監査、マネジメント監査又はペネトレーションテストを受け入れると

ともに、指摘事項への対応を行わなければならない。 

10 乙は、本契約に従事する者を限定しなければならない。また、乙の資本関係・役員の

情報、本契約の実施場所、本契約の全ての従事者の所属、専門性（情報セキュリティに

係る資格・研修実績等）、実績及び国籍に関する情報を甲に提示しなければならない。

なお、本契約の実施期間中に従事者を変更等する場合は、事前にこれらの情報を甲に再

提示しなければならない。 

11 乙は、本契約の一部を第三者に委任し、又は請け負わせる場合には、第三者に委任

し、又は請け負わせることにより生ずる脅威に対して本条から第 16条の３までの規定

に基づく情報セキュリティ対策が十分に確保される措置を講じなければならない。 

 

（個人情報の取扱い） 

第１７条 乙は、甲から預託された個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項及び第２項に規定する個人

情報をいう。）及び行政機関等匿名加工情報等（個人情報保護法第１１９条に規定する

行政機関等匿名加工情報等をいう。）（以下「個人情報等」という。）については、善

良なる管理者の注意をもって取り扱わなければならない。 

２ 乙は、個人情報等を取り扱わせる業務を第三者（乙の子会社（会社法（平成１７年法

律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。以下この条

において同じ。）に委任し、又は請負わせる場合には、事前に甲の承認を得るととも



 

に、本条に定める、甲が乙に求めた個人情報等の適切な管理のために必要な措置と同様

の措置を当該第三者も講ずるように求め、かつ当該第三者が約定を遵守するよう書面で

義務づけなければならない。承認を得た第三者の変更及び第三者が再委任又は再下請け

等を行う場合についても同様とする（以下、承認を得た再受任者及び再下請人等を単に

「第三者」という。）。 

３ 乙は、前項の承認を受けようとする場合には、書面をもって甲に提出しなければなら

ない。甲は、承認をする場合には、条件を付すことができる。 

４ 乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合

は、この限りでない。 

（１）甲から預託された個人情報等を第三者（前項記載の書面の合意をした第三者を除

く。）に提供し、又はその内容を知らせること。 

（２）甲から預託された個人情報等について、甲が示した利用目的（特に明示がない場合

は本契約の目的）の範囲を超えて使用し、複製し、又は改変すること。 

（３）本契約に関して自ら収集又は作成した個人情報について、甲が示した利用目的（特 

に明示がない場合は本契約の目的）の範囲を超えて使用すること。 

５ 乙は、本契約において個人情報等を取り扱う場合には、責任者及び業務従事者の管理

体制及び実施体制、個人情報等の管理の状況についての検査に関する事項等の必要な事

項について定めた書面を甲に提出するとともに、個人情報の漏えい、滅失、及び毀損の

防止その他の個人情報等の適切な管理（第三者による管理を含む。）のために必要な措

置を講じなければならない。また、乙は、契約内容の遵守状況及び下請負先（再委託先

を含む。）における個人情報等の取扱い状況について、甲に定期的に報告しなければな

らない。 

６ 甲は、必要があると認めるときは、所属の職員に、乙（第三者を含む。）の事務所、

事業場等において、個人情報等の管理が適切に行われているか等について調査をさせ、

乙に対し必要な指示をさせることができる。乙は、甲からその調査及び指示を受けた場

合には、甲に協力するとともにその指示に従わなければならない。 

７ 乙は、本契約の完了又は契約解除等により、甲が預託した個人情報等が含まれる紙媒

体及び電子媒体（これらの複製を含む。）が不要になった場合には、速やかに甲に返却

又は破砕、溶解、焼却等の方法により個人情報等を復元及び判読不可能な状態に消去又

は廃棄し、書面をもって甲に報告しなければならない。ただし、甲が別段の指示をした

ときは、乙はその指示に従うものとする。 

８ 乙は、甲から預託された個人情報等の漏えい、滅失、毀損、不正使用、その他本条に

違反する事実を認識した場合には、直ちに自己の費用及び責任において被害の拡大防止

等のため必要な措置を講ずるとともに、甲に当該事実が発生した旨、並びに被害状況、

復旧等の措置及び本人（個人情報等により識別されることとなる特定の個人）への対応

等について直ちに報告しなければならない。また、甲から更なる報告又は何らかの措置

・対応の指示を受けた場合には、乙は当該指示に従うものとする。 

９ 乙は、甲から預託された個人情報等以外に、本契約に関して自ら収集又は作成した個

人情報等については、個人情報保護法に基づいて取り扱うこととし、甲が別段の指示を

したときは当該指示に従うものとする。 

１０ 乙は、乙又は第三者の責めに帰すべき事由により、本契約に関連する個人情報等

（甲から預託された個人情報等を含む。）の漏えい、滅失、毀損、不正使用、その他本

条に係る違反等があった場合は、これにより生じた一切の損害について、賠償の責めを

負う。なお、本項その他損害賠償義務を定める本契約の規定は、本契約のその他の違反

行為（第三者による違反行為を含む。）に関する乙の損害賠償義務を排除し、又は制限



 

するものではない。 

１１ 本条の規定は、本契約又は請負業務に関連して乙又は第三者が甲から預託され、又

は自ら取得した個人情報等について、本契約を完了し、又は解除その他の理由により本

契約が終了した後であっても、なおその効力を有する。 

 

（契約の公表） 

第１８条 乙は、本契約の名称、契約金額並びに乙の商号又は名称及び住所等が公表されるこ

とに同意するものとする。 

 

（電磁的記録による作成等） 

第１９条 乙は、本契約により作成することとされている書類等（書類、書面その他文字、図

形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物

をいう。）については、甲が指定した場合を除き、当該書類等に記載すべき事項を記録

した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られた記録をいう。）の作成をもって、当該書類等の作成に代えること

ができる。この場合において、当該電磁的記録は、当該書類等とみなす。 

２ 前項の規定により作成した書類等は、甲の指定する方法により提出しなければならな

い。なお、提出された当該書類等は、甲の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

への記録がされた時に甲に到達したものとみなす。 

 

（人権尊重努力義務）  

第２０条 乙は、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

（令和４年９月１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連

絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めるものとする。  

 

（法律、規格等の遵守） 

第２１条 乙は、本契約上の義務の履行に関して必要とされる法令、規格等の一切を遵守し、

その適法性を確保するものとする。 

 

（紛争の解決方法） 

第２２条 本契約の目的の一部、納入期限その他一切の事項については、甲と乙との協議によ

り、何時でも変更することができるものとする。 

２ 前項のほか、本契約条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めていない事項につ

いては、甲と乙との協議により決定するものとする。 

 

（協 議） 

第２３条 本契約の目的の一部、納期その他一切の事項については、甲と乙との協議により何

時でも変更することができるものとする。 

２ 前項のほか、本契約条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めていない事項

については、関係諸法令によるほか、その都度甲と乙とが双方誠意をもって協議の上決

定するものとする。 

 

 

 

 



 

特記事項 

 

【特記事項１】 

（談合等の不正行為による契約の解除） 

第１条 甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。 

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法

律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に違反する

行為を行ったことにより、次のイからハまでのいずれかに該当することとなったとき 

イ 独占禁止法第６１条第１項に規定する排除措置命令が確定したとき。 

ロ 独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき。 

ハ 独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の課徴金納付命令を命じない旨の

通知があったとき。 

（２）本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に規定する

刑が確定したとき。 

（３）本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法

（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定したと

き。 

 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第２条 乙は、前条第１号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、速やか

に、次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。 

（１）独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書 

（２）独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書 

（３）独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の課徴金納付命令を命じない旨の

通知文書 

 

（談合等の不正行為による損害の賠償） 

第３条 乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を解除

するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要するこ

となく、乙は、契約単価（本契約締結後、契約単価の変更があった場合には、変更後の

契約単価）に予定数量を乗じて得た金額の１００分の１０に相当する金額（その金額に

１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額

の予定）として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

２．前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

３．第１項に規定する場合において、乙が既に解散している事業団体であるときは、甲

は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができ

る。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払

わなければならない。 

４．第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金（損害賠償額の予

定）の金額を超える場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請

求することを妨げるものではない。 

５．乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 



 

【特記事項２】 

（暴力団関与の属性要件に基づく契約解除） 

第４条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契

約を解除することができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）であるとき、又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場

合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団

体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同

じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

るとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する等、

直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべ

き関係を有しているとき。 

 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第５条 乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、全ての下

請負人を含む。）及び再受任者（再委任以降の全ての受任者を含む。）並びに自己、下

請負人又は再受任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の

当該第三者をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する者をい

う。以下同じ。）であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約を解除

し、又は下請負人等に対し解除対象者との契約を解除させるようにしなければならな

い。 

２  甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負

人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負

人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講

じないときは、本契約を解除することができる。 

 

（損害賠償） 

第６条 甲は、第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に

生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２  乙は、甲が第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に

損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

３  乙が、本契約に関し、第４条又は前条第２項の規定に該当したときは、甲が本契約を

解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要す

ることなく、乙は、契約単価（本契約締結後、契約単価の変更があった場合には、変更

後の契約単価）に予定数量を乗じて得た金額の１００分の１０に相当する金額（その金

額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠

償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

４  前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

５  第２項に規定する場合において、乙が既に解散している事業団体であるときは、甲



 

は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができ

る。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払

わなければならない。 

６ 第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金（損害賠償額の予

定）の金額を超える場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請

求することを妨げるものではない。 

７ 乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第７条 乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等

の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、

速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を

行うものとする。 

  



 

本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

 

  令和 年 月 日 

 

 

 

      甲   東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 

          支出負担行為担当官 

経済産業省大臣官房会計課長 名 

 

 

      乙   [所在地] 

[相手方名称] 

[代表者氏名] 
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